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(57)【要約】
【課題】両方向に配列可能な屋根体を提供する。
【解決手段】屋根板１００の本体１０１の両縁１０１ａ
、１０１ｂに接合構造１１０を形成する。接合構造１１
０は第一接合部分１１１と第二接合部分１１２とからな
り、全体としてＳ字型の構造をなしている。一の屋根板
の第二接合部分１１２を他方の屋根板の第二接合部分１
１２の上に重ね合わせることにより、双方の屋根板を連
結することができる。
【選択図】図１
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【実用新案登録請求の範囲】
【請求項１】
一の屋根板に隣接して他の一の屋根板を接合可能な屋根板であって、
　前記屋根板は対向する一対の縁を有する平板状の本体を備え、前記一対の縁のうちの少
なくとも一方には、隣接する屋根板と接合するための接合構造が形成されており、
　前記接合構造は、
　前記本体との間に間隔を空けて前記本体の内側方向に延びる第一接合部分と、
　前記第一接合部分の端部から、前記第一接合部分との間に間隔を空けて前記本体の外側
方向に延びる平板状の第二接合部分と、
　からなり、
　前記第二接合部分の先端は前記本体の前記縁よりも外側に位置しているものであること
を特徴とする屋根板。
【請求項２】
前記屋根板は一枚の板を折り曲げて形成されたものであることを特徴とする請求項１に記
載の屋根板。
【考案の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本考案は屋根板に関する。
【背景技術】
【０００２】
　通常、屋根板は一方向に連続して配列される。
【０００３】
　図２（Ａ）は従来の屋根板１０００の平面図、図２（Ｂ）は屋根板１０００の縦断面図
である。
【０００４】
　図２（Ｂ）に示すように、従来の屋根板１０００は、相互に対向する一対の縁１０１０
ａ、１０１０ｂを有する平板状の本体１０１０を備えており、一対の縁１０１０ａ、１０
１０ｂの各々には、隣接する屋根板と接合を行うための接合構造１１００（破線で囲まれ
た部分）が形成されている。
【０００５】
　接合構造１１００は、本体１０１０の下方に位置し、本体１０１０との間に間隔を空け
て本体１０１０の縁１０１０ａから本体１０１０の内側方向に延びる第一接合部分１０１
１と、第一接合部分１０１１の先端から、第一接合部分１０１１との間に間隔を空けて本
体１０１０の外側方向に延びる第二接合部分１０１２と、から構成されている。
【０００６】
　さらに、一方の縁（例えば、図２（Ａ）の右側の縁１０１０ａ）においては、第二接合
部分１０１２の先端が内側上方に曲がっており、Ｕ字型のフック１０１３ａ（破線の円で
囲まれた部分）が形成されており、他方の縁（図２（Ａ）の左側の縁１０１０ｂ）におい
ては、第二接合部分１０１２の先端が内側下方に曲がっており、Ｕ字型のフック１０１３
ｂ（破線の円で囲まれた部分）が形成されている。
【０００７】
　図２（Ｃ）は従来の屋根板１０００の接合状況を示す部分的な縦断面図である。
【０００８】
　隣接する二つの屋根板１０００を相互に接合する際には、二つの屋根板１０００の本体
１０１０を同一平面上に配置し、一方の屋根板１０００（図２（Ｃ）の左側の屋根板１０
００）のフック１０１３ａと他方の屋根板１０００（図２（Ｃ）の右側の屋根板１０００
）のフック１０１３ｂとを相互に引っ掛け合わせる。
【考案の概要】
【考案が解決しようとする課題】
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【０００９】
　以上の様に、従来の屋根板１０００の配列は、一の屋根板１０００のフック１０１３ａ
を隣接する屋根板１０００のフック１０１３ｂに引っ掛け合わせることにより行われる。
【００１０】
　このため、屋根板１０００の配列は一つの方向においてのみ行うことが可能であった。
例えば、図２（Ｃ）に示した接合例においては、屋根板１０００は、図２（Ｃ）の右側の
方向に延びるようにして、次々に既設の屋根板１０００に接合される。
【００１１】
　建築現場にはスペース上の制約があることが多く、屋根板を配列させる方向もそのよう
なスペース上の制約により制限されることがある。このため、従来の屋根板１０００のよ
うに、一つの方向（例えば、図２（Ｃ）では右側の方向）にしか配列できない屋根板を用
いる場合には、屋根板の配列施工に支障を来たすことがあった。
【００１２】
　本考案はこのような従来の屋根板における問題点に鑑みてなされたものであり、屋根板
の配列方向における制約をなくすことができる屋根板を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　以下に、「考案の実施の形態」において使用される参照符号を用いて、上述の課題を解
決するための手段を説明する。これらの参照符号は、「実用新案登録請求の範囲」の記載
と「考案の実施の形態」の記載との間の対応関係を明らかにするためにのみ付加されたも
のであり、「実用新案登録請求の範囲」に記載されている考案の技術的範囲の解釈に用い
るべきものではない。
【００１４】
　上記の目的を達成するため、本考案は、一の屋根板に隣接して他の一の屋根板を接合可
能な屋根板（１００）であって、前記屋根板（１００）は対向する一対の縁（１０１ａ、
１０１ｂ）を有する平板状の本体（１０１）を備え、前記一対の縁（１０１ａ、１０１ｂ
）のうちの少なくとも一方には、隣接する屋根板と接合するための接合構造（１１０）が
形成されており、前記接合構造（１１０）は、前記本体（１０１）との間に間隔を空けて
前記本体（１０１）の内側方向に延びる第一接合部分（１１１）と、前記第一接合部分（
１１１）の端部から、前記第一接合部分（１１１）との間に間隔を空けて前記本体（１０
１）の外側方向に延びる平板状の第二接合部分（１１２）と、からなり、前記第二接合部
分（１１２）の先端は前記本体（１０１）の前記縁（１０１ａ、１０１ｂ）よりも外側に
位置しているものであることを特徴とする屋根板（１００）を提供する。
【００１５】
　本考案に係る上記の屋根板（１００）は、例えば、一枚の板を折り曲げて成形すること
ができる。
【考案の効果】
【００１６】
　上述のように、従来の屋根板においては、一つの方向（例えば、図２（Ｃ）では右側の
方向）にしか屋根板を配列できなかったため、建築現場のスペースに制約がある場合には
、屋根板の配列施工に支障を来たすことがあった。
【００１７】
　本考案に係る屋根板によれば、一の屋根板の第二接合部分を他の屋根板の第二接合部分
の上に重ね合わせることにより、これら二つの屋根板を連結させることが可能である。す
なわち、一の屋根板の第二接合部分を、他の屋根板の第一接合部分と第二接合部分との間
の隙間に挿入させるだけで、これら二つの屋根板を連結させることができる。このように
、本考案に係る屋根板によれば、一つの屋根板の両方向に他の屋根板を配列させることが
可能であるため、建築現場のスペースの制約上、一の方向（例えば、右方向）に屋根板を
配列させることが困難である場合には、他の方向（左方向）に屋根板を配列させることが
可能であり、建築現場のスペースの制約を受けずに、屋根板を順次配列させることが可能
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である。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】図１（Ａ）は本考案の一実施形態に係る屋根板の平面図、図１（Ｂ）は同屋根板
の縦断面図、図１（Ｃ）は同屋根板の接合状況を示す部分的な縦断面図である。
【図２】図２（Ａ）は従来の屋根板の平面図、図２（Ｂ）は同屋根板の縦断面図、図２（
Ｃ）は同屋根板の接合状況を示す部分的な縦断面図である。
【考案を実施するための形態】
【００１９】
　図１（Ａ）は本考案の一実施形態に係る屋根板１００の平面図、図１（Ｂ）は屋根板１
００の縦断面図である。
【００２０】
　図１（Ａ）及び図１（Ｂ）に示すように、本実施形態に係る屋根板１００は、相互に対
向する一対の縁１０１ａ、１０１ｂを有する平板状の本体１０１を備えており、本体１０
１の一対の縁１０１ａ、１０１ｂの各々には、隣接する屋根板と接合を行うための接合構
造１１０（破線で囲まれた部分）が形成されている。
【００２１】
　接合構造１１０は、本体１０１の下方に位置し、本体１０１との間に間隔を空けて本体
１０１の縁１０１ａから本体１０１の内側方向に延びる第一接合部分１１１と、第一接合
部分１１１の先端から、第一接合部分１１１との間に間隔を空けて本体１０１の外側方向
に延びる平板状の第二接合部分１１２と、から構成されている。
【００２２】
　本実施形態に係る屋根板１００は、例えば、一枚の金属板を折り曲げ成形することによ
り、つくられている。
【００２３】
　このため、本体１０１と第一接合部分１１１との結合部分はＵ字型の曲線状になってお
り、同様に、第一接合部分１１１と第二接合部分１１２との結合部分もＵ字型の曲線状に
なっている。すなわち、接合構造１１０の縦断面は全体としてはＳ字型の形状をなしてい
る。
【００２４】
　図１（Ｂ）に示すように、第二接合部分１１２は本体１０１よりも外側に延びている。
すなわち、第二接合部分１１２の先端（自由端）は本体１０１の縁１０１ａ、１０１ｂよ
りも外側に位置している。
【００２５】
　図１（Ｃ）は本実施形態に係る屋根板１００の接合状況を示す部分的な縦断面図である
。
【００２６】
　隣接する二つの屋根板１００を相互に接合する際には、二つの屋根板１００の本体１０
１を同一平面上に配置し、一方の屋根板１００（例えば、図１（Ｃ）の左側の屋根板１０
０）の第二接合部分１１２を他方の屋根板１００（図１（Ｃ）の右側の屋根板１００）の
第二接合部分１１２の上に重ね合わせる。
【００２７】
　以後、同様にして、既設されている屋根板１００に隣接して一の屋根板１００を接合す
ることにより、複数の屋根板１００を一方向に配列する。
【００２８】
　以上のように、本実施形態に係る屋根板１００によれば、一の屋根板１００の両方向に
おいて屋根板１００を隣接させて接合させることが可能である。すなわち、図１（Ａ）に
示す屋根板１００の右側にも他の屋根板１００を順次配列させることが可能であり、同様
に、図１（Ａ）に示す屋根板１００の左側にも他の屋根板１００を順次配列させることが
可能である。
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【００２９】
　従来の屋根板１０００においては、一つの方向（例えば、図２（Ｃ）では右側の方向）
にしか屋根板を配列できなかったため、建築現場のスペースに制約がある場合には、屋根
板の配列施工に支障を来たすことがあった。
【００３０】
　これに対して、本実施形態に係る屋根板１００によれば、一の屋根板１００の第二接合
部分１１２を他の屋根板１００の第二接合部分１１２の上に重ね合わせることにより、こ
れら二つの屋根板を連結させることが可能である。すなわち、一の屋根板１００の第二接
合部分１１２を、他の屋根板１００の第一接合部分１１１と第二接合部分１１２との間の
隙間に挿入させるだけで、これら二つの屋根板を連結させることができる。
【００３１】
　すなわち、本実施形態に係る屋根板１００によれば、一つの屋根板の両方向に他の屋根
板を配列させることが可能であるため、建築現場のスペースの制約上、一の方向（例えば
、右方向）に屋根板を配列させることが困難である場合には、他の方向（左方向）に屋根
板を配列させることが可能であり、建築現場のスペースの制約を受けずに、屋根板を順次
配列させることが可能である。
【００３２】
　なお、本実施形態に係る屋根板１００は上記の構造に限定されるものではなく、種々の
改変が可能である。
【００３３】
　例えば、本実施形態に係る屋根板１００においては、本体１０１の両側の縁１０１ａ、
１０１ｂに接合構造１１０が形成されているが、何れか一方の縁１０１ａまたは１０１ｂ
にのみ接合構造１１０を形成することも可能である。
【００３４】
　また、本実施形態に係る屋根板１００は一枚の板を折り曲げて形成することができるが
、例えば、第一接合部分１１１及び第二接合部分１１２を本体１０１とは別個に作製し、
第一接合部分１１１及び第二接合部分１１２を本体１０１に、例えば、溶接により、接合
させることも可能である。
【００３５】
　また、本体１０１の上下の縁（図１（Ａ）の左右方向に延びる縁）にも、縁１０１ａ、
１０１ｂに形成されている接合構造１１０と干渉しない範囲内において、接合構造１１０
を形成することが可能である。このように本体１０１の上下の縁にも接合構造１１０を形
成することにより、本体１０１の左右上下の四つの方向の何れの方向にも屋根板を順次配
列させることが可能になる。
【符号の説明】
【００３６】
１００　本考案の一実施形態に係る屋根板
１０１　本体
１０１ａ、１０１ｂ　縁
１１０　接合構造
１１１　第一接合部分
１１２　第二接合部分



(6) JP 3155708 U 2009.11.26

【図１】 【図２】


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings

